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ごあいさつ 事業の組織

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

当組合のあゆみ（沿革)

組合員の推移

事業方針

令和３年 6 月30日現在

　組合員を始め取引先の皆様には、日頃より格別のご愛顧お引き

立てを賜り心から御礼申し上げます。

　このたび当組合の現況（令和２年度第69期）を纏めましたので、

当組合に対するご理解を深めていただくための資料としてご高覧

賜りたいと存じます。

　中央信用組合は地域の皆様のお役に立てる金融機関として、こ

れまで以上に経営の基盤強化と健全経営に努めてまいりますので、

一層のご支援とご指導のほど心からお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　中央信用組合　　理事長／溝上和幸

■昭和27年 4 月吉日

■昭和27年10月27日

■昭和27年11月 5 日

■昭和53年 5 月 8 日

大阪市内唯一の青果小売商団体である大阪

青果物商業協同組合を主体として青果業界

の発展と近代化のため、大阪市中央卸売市

場の青果卸売業者を中心として設立を企画。

設立登記を完了。同月31日大阪府知事より

事業認可を受ける。

営業開始。

大阪府中央卸売市場の開場に伴い、北部支

店を開設。
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　当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、経済活動は抑制され、厳しい状況が続きました。政府
による経済対策等により景気の回復の兆しも見られたものの、世界
的な再度の感染拡大の影響を受け、先行きは更に不透明な状況が続
いています。
　一方、当組合の主たる営業基盤であります中央卸売市場を含む食
品流通業界におきましては「食の安心・安全」に対する意識が高ま
る中、少子高齢化、コロナ禍による消費者ニーズの多様化、流通構造
の変化等により、業界を取巻く経営環境は引続き厳しい状況で推移
しました。　　　　
　このような状況の中、当組合はコンプライアンスを重視した経営
を基本方針に「地域経済の活性化及び地域金融の円滑化」等に積極
的に取組み、地域(中央卸売市場)と共に歩む信頼される「市場の信用
組合」として、キメ細かいサービスの提供に努め、収益の向上と経
営の健全化に努めてまいりました。
　当期の営業成績は、マイナス金利の導入以来、他行との競合もあり、
貸出金利息収入の減少及び取引先倒産による貸倒引当金の増加によ
り、当期利益は赤字となりました。
　当期も組合員の皆様には誠に申し訳ありませんが、無配とさせて
いただきたく、よろしくお願いいたします。
　今後も役職員全員が一丸となって、常にコンプライアンスを重視
した新規顧客獲得、収益力の強化を図り、健全経営を目指して邁進す
る所存であります。
　なお、自己資本比率は17.69パーセントとなり、国内基準は４パー
セント以上となっておりますので、引続き健全な水準を維持してお
ります。

■基本方針　　　 地域の発展に寄与します

　　地域に密着し、地域とともに歩む信用組合として特性を発揮

　し、金融経済環境の厳しい折から経営基盤の強化、健全経営の

　確立とコンプライアンスの徹底に努め、信用組合および組合員、

　併せて地域の発展に寄与することを経営の理念としております。

■経営方針　　　 堅実経営に徹します

　　信用組合の経営基盤の強化とコンプライアンスの徹底に努め

　るとともに、収益力の強化と自己資本の充実を図り、組合員の

　経営活動の促進と中小企業金融円滑化法終了後もその本旨を引

　き継ぎ、経営改善支援による経済的地位向上に寄与し、金融経

　済環境の変化に対応し得る経営基盤の強化と健全経営の確立に

　徹してまいる所存であります。

《当組合の経営姿勢と考え方》

　　協同組合組織による組合員の相互扶助を基本理念とした金融

　機関として、組合員の金融円滑化と、経営改善支援を通じ、

　経済的地位向上に寄与することを経営の基本とします。同時に

　銀行とは違い組合員および地域のために奉仕に努め今まで以上

　に健全経営に徹しながら、地元中小企業の健全な発展、また勤

　労者の生活向上に大きく貢献して行くことを目的とし、その持

　てる力を最大限に発揮して、地域の皆様と共に歩んでいきたい

　と考えております。

令和２年度　経営環境・事業概況
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・当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。

・当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行

いません。

令和３年度　事業計画

自   令和３年 4 月 1 日

至   令和４年 3 月31日

法令等遵守　コンプライアンス体制

反社会的勢力に対する基本方針

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

地域貢献 (信用組合の社会的責任(ＣＳＲ)に関する事項等)

－２－

経営管理体制

リスク管理体制
　リスクを的確に把握管理し、資産の悪化を早期に予防する信用リスク管理体制の整備をし、各業務の経営上の位置づけや自己資本と

のバランス等を総合的に勘案しながらリスクの度合いに応じた適正なリターンを確保をしております。

　令和３年度期末残  預金80億円、貸出金28億円を目標とする。また、当組合の長期目標、預金90億円以上、貸出金40億円以上を達成

するため、最大限の努力をすると共に健全経営に努める。

　具体的には①コンプライアンス教育の徹底②顧客の拡大③集金業務の効率化とキメ細かいサービスの徹底④組織と資産の健全性の向

上⑤経営の透明性の確保⑥事務処理の効率アップに取組んでおります。

　法令等遵守とは、企業倫理を確立し法令やルール（内部規程等）を厳正に遵守するとともに、社会規範を全うすることをいいます。

コンプライアンスの取組み

・コンプライアンスマニュアルに基づく行動を行います。

・役職員一人ひとりがより高いコンプライアンス意識を身につける努力をしております。

・「信用組合の社会的責任とコンプライアンス(全信中協発刊）」というマニュアルを配布し、職場内研修で活用、職員の資質向上と意識

　の高揚を期しております。

・苦情・相談に対し迅速に対応しております。（令和２年度の苦情件数0件）

○中小企業の経営支援に関する取組方針

　大阪府・大阪市中央卸売市場の「青果仲卸業者の財布代わり」をスローガンに、地域社会・地域経済の発展に貢献することを目的に

　コンサルティング能力の発揮に努めてまいります。

○態勢整備の状況について

　経営革新等支援機関の認定を取得し、融資部内に支援担当を設け、支店と密接な連携を図り、青果仲卸業者の経営改善支援に取組ん

　でおります。

○取組の状況

　青果仲卸業者の経営改善・事業再生等の支援　

　①売上回復を図る施策に必要な資金需要に対して ｢仲卸支援円滑化資金｣ ｢体質強化支援資金｣ ｢地域顧客の再構築・強化資金」として、

　　地域の活性化に貢献できる融資等の取組みを実施しております。

　②取引先(大手スーパー)の承諾を得て、売掛債権担保による貸出金(当座貸越)に積極的に取り組んでおります。

　③当組合の情報網を駆使して仲卸業者の販路拡大に協力しており、成果も着実に上がっております。

　④株式会社 日本政策金融公庫 大阪支店と「業務連携・協力に関する覚書」を締結し、青果仲卸業者への資金需要に対して、公庫と

　　連携して資金支援に積極的に取組んでおります。

○「経営者保証に関するガイドライン」への対応

　当組合では「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入や保証債務整理の相談を受けた際に

　真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財

　務状況等を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善

　を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。

【「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況】

　令和２年度に当組合において「新規に無保証で融資した件数」4件 (前年度3件)、「新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の

　割合」1.8％ (同1.2％)「保証契約を解除した件数」0件 (同1件)、「経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数

　(主力先)」0件 (同0件)

　当組合は地域のみなさまと相互に助け合い、繁栄していくことを理念とし、地域社会の発展に貢献することが社会的責任(ＣＳＲ)と

考え、取り組んでいます。
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組合経営の意志決定

出資・預積金・融資等

当組合では、総代会に限定することなく、日常の営業活動を通じて、総代や組合員とのコミュニケーションを

大切にし、さまざまな経営改善に取組んでおります。

総代選挙までの手続き

公　告
◆選挙区別の総代定数 ◆選挙人名簿の縦覧開始

◆選挙期日  投票時間 ◆投票場所

候補者の届出

●立候補  ●推薦

総代候補者の公告

　候補者の数が
定数以内の選挙区

　 候補者の数が
定数を超える選挙区

投　票

当　選無投票当選

当選者の公告

－３－



総代会の議決事項

－4－

店舗一覧表 (事務所の名称・所在地)

営業区域

主要な事業の内容

A. 預金業務

　(イ)預　金
　　   当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、 別段預金、納税準備預金等を取扱っております。
　(ロ)譲渡性預金
　　  取扱っておりません。
B. 貸出業務

　(イ)貸　付
　　  手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
　(ロ)手形の割引
　　   銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱っております。
C. 商品有価証券売買業務

　 取扱っておりません。
D. 有価証券投資業務

　 株式、投信等 (その他有価証券) にて運用しております。
E. 内国為替業務

　 送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。
F. 外国為替業務

　 取扱っておりません。
G. 社債受託及び登録業務

　 取扱っておりません。
H. 金融先物取引等の受託等業務

　 取扱っておりません。
 I. 附帯業務

　 イ. 代理業務
　     (株)日本政策金融公庫、独立行政法人勤労者退職金共済機構、自動車損害賠償保障法 (昭和30年法律第97号) に定める
　　　事業に関し、保険業法第3条第1項に基づく事業免許を受けた者（自動車損害賠償責任保険の保険料収納業務を代理する
　　　場合に限る。)
　 ロ. 地方公共団体の公金取扱、株式払込金の受入、貸金庫業務

令和３年6月30日現在
(自動機器設置状況)

店　　名

本 　 　 　 店

北 部 支 店

住　　　　所 電　　　話 ATM

〒553-0005 大阪市福島区野田1丁目1番86号(大阪市中央卸売市場本場内)

〒567-0853 茨木市宮島1丁目1番1号(大阪府中央卸売市場内)

06 (6469) 7370

072 (636) 2081

１台

１台

大阪市、吹田市、守口市、八尾市、豊中市、茨木市、摂津市、東大阪市

総代会について

　第69回通常総代会が、令和3年6月29日（火）午前10時30分より大阪中央青果（株）会議室で開催されました。
総代 80 名(令和3年6月15日現在) の内、出席５名、書面議決書による出席 51 名のもと、全議案が承認・可決されました。

報告事項
　(１)　監査報告
　(２)　第６９期（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）事業報告、附属明細書報告の件
議決事項　
　第１号議案　 第69期（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）計算書類承認の件
　第２号議案　 第69期損失処理案承認の件
　第３号議案　 令和３年度事業計画書、収支予算書案承認の件
　第４号議案　 役員(理事)選挙の件
　第５号議案　 退職役員(理事)に対し退職慰労金を贈呈する件
　第６号議案　 ホームページのアドレス変更の件

80人～110人（令和3年6月15日現在総代80名）
３年（重任を妨げず）
大阪市、茨木市、その他（吹田市、守口市、八尾市、東大阪市、豊中市、摂津市）
大阪市　60人以上～100人以内　　　　総代　59名
茨木市　18人以上～ 25人以内　　　　  〃　20名
その他　 1人以上～  5人以内　　　　  〃　 1名

定　数
任　期
選挙区
定　数



貸借対照表

経理・経営内容

科　　目

（ 資 産 の 部 ）

金　　　　　　　額

資  産  の  部  合  計

令和２年度

（単位：千円）

科　　目

（ 負 債 の 部 ）

金　　　　　　　額

負債及び純資産の部合計 9,311,518

－5－

9,311,5188,056,718

令和２年度

343,785

5,158,497

(4,916,569)

1,119,972

110,100

515,881

393,720

100,270

2,710,780

1,433,523

1,225,898

51,358

99,980

－

75,000

3,620

5,113

16,247

6,312

777

－

5,535

606

606

△128,416

(△114,018)

8,035,471

1,469,325

3,960,590

23,355

1,338

2,511,570

69,290

700,000

700,000

28,000

1,234

1,404

18

1,900

5,607

196

5,118

10

11,995

－

6

508

17,179

5,908

8,786,559

1,268,457

183,457

1,085,000

－

－

△568,628

△568,628

568,628

699,828

△174,869

△174,869

524,959

8,056,718

令和元年度

7,718,658

1,560,650

3,493,533

26,770

1,441

2,563,926

72,335

－

－

26,248

1,112

1,552

22

1,900

5,978

143

1,915

10

11,166

1,961

9

476

41,778

4,608

7,791,293

1,269,837

184,837

1,085,000

175,000

175,000

△713,894

△713,894

713,894

730,942

△465,516

△465,516

265,425

令和元年度

335,158

4,060,151

(3,799,297)

1,131,110

111,090

579,786

342,924

97,310

2,482,463

1,405,931

1,008,127

68,403

104,950

7

75,000

2,699

6,751

20,491

7,415

268

1,732

5,414

606

606

△85,138

(△84,050)

給 付 補 　 備 金

預　　金　　積　　金

　当 　座 　預 　金

　普 　通　 預 　金

　別 　段 　預 　金

　納 税 準 備 預 金

　定　 期　 預　 金

　定 　 期 　 積  　金

借　　       用   　    　金

当     座     借     越

そ     の     他     負     債

　未  決  済  為  替  借

　未　  払  　費  　用

  

未 払 法 人 税 等

　前　 受　 収 　益

未  払  諸  税  等

払   戻   未   済   金

払  戻  未  済  持  分

 職   員   預   り   金

リ   ー   ス   債   務

　仮　  　受　  　金

　そ  の  他  の  負  債

退  職  給  与  引  当  金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負    債    の    部    合    計

（ 純 資 産 の 部 ）   

出　      　資　      　金

　普   通   出   資   金

優   先   出   資   金

資     本     剰     余     金

　資   本   準   備   金

　利     益     剰     余     金

　その他利益剰余金

 当期未処理損失金

組  合  員  勘  定  合  計

その他有価証券評価差額金

  評価・換算差額等合計

純  資  産  の  部  合  計

現　　　　　　　　　金

預 　 　 　  け 　 　 　  金

( う ち 全 信 組 連 預 け 金 )

有　　 価　　 証　　 券

　国　　　　　　債

株　　　　　　式

　投    資    信    託

　　外 　 国 　 証 　 券

貸  　     　出　　       金

　手　　形　　貸　　付

　証　　書　　貸　　付

　当　 座 　貸 　越

そ    の    他    資    産

未  決  済  為  替  貸

  　全 信 組 連 出 資 金

　未 　 収  　収  　益

　仮   　　払　   　金

　そ  の  他  の  資  産

有   形   固   定   資   産

　建　       　　　　物

　リ ー ス 資 産 (有 形)

　その他の有形固定資産

無   形   固   定   資   産

　その他の無形固定資産

貸    倒    引    当    金

(うち個別貸倒引当金)

　



18.   担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　 担保提供している資産　　　　　　　　預　け　金　　 　700,000千円
　　　 担保資産に対応する債務　  　　　　　  特殊当座借越           700,000千円
　　上記のほか、為替取引のために預け金 920,000千円を担保として提供して
          おります。
19.   出資１口当たりの純資産額は △305円27銭です。
20.   金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
　　　　　当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務
　　　　を行っております。
　　　　　このため、金融変動による不利な影響が生じないように、内部規程
　　　　等により資産および負債の総合的管理を行っております。
　（２）金融商品の内容およびそのリスク
　　　　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対す
　　　　る貸出金です。また、有価証券は、主に投資信託および株式であり投
　　　　資目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク
　　　　および金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　　　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金積金であり、流動性リ
　　　　スクに晒されております。
　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　　①  信用リスクの管理
　　　　当組合は、管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信
　　　審査、与信限度額、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理
　　　に関する体制を整備し運営しております。
　　　　これらの与信管理は、営業店により行われ、定期的に常勤理事会を開
　　　催し、審議を行っております。
　　　　有価証券は時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　　　②  市場リスクの管理
　　　　有価証券を含む市場運用商品の売買については、資金運用基準規程に
　　　基づいて行われております。
　　　③  流動性リスクの管理
　　　　預金準備率によって管理しております。
21.　金融商品の時価等に関する事項
　 　　令和3年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額
　　 は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認
　　 められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
　　　 また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

 

　

　金融資産
　(1)   預け金
　　　預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価
　　額を時価としております。
　(2)　有価証券
　　　株式は取引所の価格、債権は取引所の価格または取引金融機関から提示
　　された価格によっております。投資信託は公表されている基準価格によっ
　　ております。
　(3)　貸出金
　　　 貸出金は、固定金利によっており、貸出金の種類および内部格付、期間
　　に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想
　　定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短
　　期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから当該
　　帳簿価額を時価としております。
　金融負債
　(1)　預金積金
　　　 預金積金については、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿
　　 価額を時価としております。
(注2)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ
　　 り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

貸借対照表

経理・経営内容

（単位：千円）
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貸 借 対 照 表
計 　 上 　 額 時　　価 差　　額

貸借対照表の注記事項
　　　　１.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記
　　　　　については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
　　　　２.　保有するすべての有価証券は「その他有価証券」で区分しており、その評
　　　　　価は時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売
　　　　　却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては原価法により
　　　　　おこなっています。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
　　　　　産直入法により処理しております。
　　　　３.　有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法については、定率法を採用
　　　　　しております。但し、平成 10 年4 月１日以降に取得した建物（建物付属設備
　　　　　を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物につ
　　　　　いては、定額法を採用しております。 また、主な耐用年数は次のとおりであ　
　　　　　ります。
　　　　　　 建　物　10年から50年
　　　　　　 その他　 3 年から20年
　　　　４.　無形固定資産(リース資産を除く)の減価償却すべきものは、該当ありません。
　　　　５.　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣中のリース
　　　　　 資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
　　　　　 ります。
　　　　６.　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し
　　　　　 ております。
　　　　　 「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査
　　　　　 に関する実務指針」(日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第4号）
　　　　　 に規定する正常先債権および要注意先債権に相当する債権については、一定
　　　　　 の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸
　　　　　 倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
　　　　　 いては、債権額から担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額
　　　　　 を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権
　　　　　 および実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
　　　　　 能見込額および保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てておりま
　　　　　 す。
　　　　　 　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資部の協力の下に総務部
　　　　　 が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行なってお
　　　　　 ります。
　　　　７.　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
　　　　　 退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
　　　　　　 なお、当組合は複数事業主(信用組合等)により設立された企業年金制度(総
　　　　　合型厚生年金基金)を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次
　　　　　のとおりです。
　　　　　 　当該制度の概要は次のとおりです （令和2年3月31日現在）
　　　　　　 ①年金資産の額　                                                     　　　　　        326,130,374千円
　　　　　　 ②年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　　　　 最低責任準備金の額との合計額　                           　　　        282,169,688千円
　　　　　　 ③差引額　                                                                　　　　　　　　　       43,960,686千円
　　　　　　 ④制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　　　　　　　  (平成31年4月分～令和2年3月分)　                                              0.052％
　　　　８.　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員

　　　　　に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生している
　　　　    と認められる額を計上しております。
　　　　９.　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
　　　　　らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積必
　　　　　要と認める額を計上しております。
　　　　10.　消費税および地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
　　　　11.    当組合は子会社を有しておりません。
　　　　12.    有形固定資産の減価償却累計額　　       　　　　　　　　　　　84,136千円
　　　　13.    貸出金のうち破綻先債権額は47,053千円、延滞債権額は204,333千円であります。
　　　　　　なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続し
　　　　　ていること、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込
　　　　　がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
　　　　　を除く。以下 ｢未収利息不計上貸出金｣という｡）のうち、法人税法施行令(昭和
　　　　　　40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項
　　　　　第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　　　　　 　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および   
          　　   債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した
　　　　　貸出金以外の貸出金であります。
　　　　14.    貸出金のうち、３か月以上延滞債権は ありません。
　　　　　     なお、３か月以上延滞債権とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌 
                　 日から３か月以上遅延している貸出金で破綻先債権および延滞債権に該当しな
　　　　　いものであります。
　　　　15. 　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 820千円であります。
　　　　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目
　　　　　的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の
　　　　　債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権および３か
　　　　　月以上延滞債権に該当しないものであります。
　　　　16.　破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額および貸出条件緩和債
　　　　　権額の合計額は252,206千円であります。
                          　また、13.から16.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　　　　17.   手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形はありま
　　　　　せん。

 　    (＊1)   貸出金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しており
　　　ます。
  (注1)  金融商品の時価の算定方法

5,158,497

 

1,118,872

2,710,780

△128,416

2,582,363

8,859,732

8,035,471

700,000

8,735,471

5,158,497

 

1,118,872

 

2,580,830

8,858,199

8,035,471

700,000

8,735,471

－

 

－

△1,533

△1,533

－

－

－

(1) 預　け　金

(2) 有価証券

  　 その他有価証券

(3) 貸　出　金 

　  　貸倒引当金(＊1)

　  小　計

金 融 資 産 計

(1) 預 金 積 金

( 2 )借 用 金

金 融 負 債 計
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株　　　式

債　　　券

　国　　債

そ　の　他

小　　　計

取  得  原  価貸  借  対  照  表
計   　上　   額 差　　　　額

合　　　計

(単位：千円)　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

(単位：千円)

債　　　券

　国　　債

そ　の　他

合　　　計

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

株　　　式

債　　　券

　国　　債

そ　の　他

小　　　計

取  得  原  価貸  借  対  照  表
計   　上　   額 差　　　　額

(単位：千円)

  (注1)　貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価に  
           　  より計上したものであります。
  (注2)　 その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原   
         　   価に比べて50％以上下落しており、時価が１年以内に取得原価まで回復す 
           　 る見込みが認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表  
         　   価額とするとともに、評価差額を当該事業年度の損失として処理（以下　
　　      「減損処理」という。）しております。当該事業年度における減損処理額は、
　　　   ありません。
23.   当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
24.   当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　 売却価額  745,800千円　  売却益  71,231千円　  売却損  　－ 千円
25.   その他有価証券のうち満期がある債券の期間毎の償還予定額は次のとおりで
　 あります。

26.   当座貸越契約および貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資
　 実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな い限り、
    一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約 
    に係る融資未実行残高は、539,691千円であります。このうち原契約期間が１年 
    以内のものまたは任意の時期に無条件で取消可能なものはありません。
　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
    資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ･フローに影響を与 
    えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の 
    保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の
　 拒絶または契約極度額の減額をすることができる旨の条件が 付けられておりま
    す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する 
    ほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等
    を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
27.   繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、貸出金部分直接償却損金不 
    算入額等であり、繰延税金負債は発生しておりません。当組合は、「繰延税金
    資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年
　 3月28日）に基づき、繰延税金資産の回収可能性について慎重に検討を行った
    結果、繰延税金資産の計上を行って おりません。

         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

22.   有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　　　これらには、「国債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。
　　　 以下 25 まで同様であります。　
　(1)   売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　(2)   満期保有目的の債権に区分した有価証券はありません。
　(3)   子会社・子法人等株式および関連法人等株式で時価のあるものはありません。
　(4)   その他有価証券　

(単位：千円)

区　　　　分 貸 借 対 照 表 計 上 額

  (＊1)   非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
　　　困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
 (＊2)  全信組連出資金は、時価を把握することが極めて困難と認められること
　　   から、時価開示の対象とはしておりません。

非 上 場 株 式   (＊1) 

全 信 組 連 出 資 金  (＊2)  

　  合 　 　 計

1 , 1 0 0

7 5 , 0 0 0

7 6 , 1 0 0

45,930

－

－

262,175

308,106

41,522

－

－

252,524

294,047

4,407

－

－

9,651

14,058

468,850

110,100

110,100

231,815

810,766

1,118,872

621,212

111,333

111,333

267,149

999,694

1,293,741

△152,361

△1,233

△1,233

△35,333

△188,928

△174,869

110,100

110,100

100,270

210,370



損益計算書

経理・経営内容

（単位：千円）

－8－

損失処理計算書 （単位：千円）

法定監査の状況

財務諸表の適正及び内部監査の有効性

令和３年６月３０日

理  事  長

中  央  信  用  組  合

　私は当組合の令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの

第６９期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び損失金処理

計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いた

しました。

177,415

93,280

53,148

2,765

34,367

3,000

11,898

9,251

2,646

10,582

9,678

904

61,654

－

84

61,552

17

204,342

2,990

3,186

28

△613

389

1,977

1,790

177

9

－

－

154,291

74,226

79,384

680

45,082

43,278

－

－

1,804

△26,927

0

0

△26,927

2,806

2,806

△29,733

△538,894

568,628

157,639

109,676

54,534

2,306

49,835

3,000

11,963

9,492

2,470

11,829

10,979

849

24,170

4,864

40

19,208

57

196,045

3,875

3,292

28

－

555

2,172

1,815

344

13

935

935

157,637

75,697

81,314

626

31,422

－

2,496

27,141

1,784

△38,405

35

35

△38,440

3,365

3,365

△41,806

△672,088

713,894

(注記)　1.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に

　　　　　ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　　　   2.　出資１口当たりの当期純損失　15円93銭　

                                                                                                                                     　　　　　　　　

科　　        　　目 令和２年度令和元年度
当期未処理損失金

資本準備金取崩額

繰 越 金(当期末残高）

令和２年度令和元年度
713,894

175,000

△538,894

568,628

－

△568,628

経　   　常　  　 収  　 　益

 資    金    運    用    収    益

貸    出    金    利    息

預    け    金    利    息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

そ の 他 の 受 入 利 息

 役  務  取  引  等  収  益

受  入  為  替  手  数  料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ  の  他  業  務  収  益

国 債 等 債 券 売 却 益

そ の 他 の 業 務 収 益

そ   の   他   経   常   収   益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

償  却  債  権  取  立  益

株  式  等  売  却  益

そ の 他 の 経 常 収 益

経   　　常　   　費  　 　用

資   金   調   達   費   用

預  　 金　   利   　息

 

借    用    金    利    息

そ の 他 の 支 払 利 息

役  務  取  引  等  費  用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 支 払 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

そ  の  他  業  務  費  用

そ の 他 の 業 務 費 用

経　　　         　　　　費

人  　   　件    　 　費

物　    　件    　　費

税　　　     　　    金

そ   の   他   経   常   費   用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸    出    金    償    却

株  式  等  売  却  損

そ の 他 の 経 常 費 用

経       　常　       利　       益

特    　   別 　      損　       失

固   定   資   産   処   分   損

税   引   前   当   期   純   利   益

法 人 税・住 民 税 及 び 事 業 税

法     人     税     等     合     計

当  　  期    　純   　 利　    益

繰     越     金 (当 期 首 残 高)

当   期   未   処   理   損   失   金

給 付 補 　 備 金 繰 入 額

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の

８に規定する「特定信用協同組合」に該当しておりません。



経費の内訳

経理・経営内容

（単位：千円）

役務取引の状況 （単位：千円）

人　　  件　　  費

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

社 会 保 険 料 等

物　　  件　　  費

事　　務　　費

固 定 資 産 費

事　　業　　費

人 事 厚 生 費

減 価 償 却 費

預 金 保 険 料

税　　　　　　  金

役 務 取 引 等 収 益

受入為替手数料

その他の受入手数料

その他の役務取引等収益

役 務 取 引 等 費 用

支払為替手数料

その他の支払手数料

その他の役務取引等費用

粗利益 （単位：千円）

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

資 金 運 用 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 支
業 務 粗 利 益

(注) １．業務粗利益率＝
 　

　　 ２．業務純益＝業務収益－業務費用

　　 ３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額

 　　４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

        ×100 
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高   

経　 費　 合　 計

受取利息および支払利息の増減 （単位：千円）

受 取 利 息 の 増 減

支 払 利 息 の 増 減

－9－

主要な経営指標の推移 （単位：千円）

経 　 常 　 収 　 益

経 　 常 　 利 　 益

当  期  純  利  益

預 金 積 金 残 高

貸  出  金  残  高

有 価 証 券 残 高

総 　 資 　 産 　 額

純 　 資 　 産 　 額

自己資本比率(単体)

出 　 資 　 総 　 額

出  資  総  口  数

出資に対する配当金

職 　 　 員 　 　 数
(注)  1. 残高計数は期末日現在のものです。
 　　2.「自己資本比率 (単体)」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
　     3. 職員数は役員、臨時の雇用者を除いた人数です。

127,855

△46,278

△47,455

8,197,012

2,745,582

1,319,059

8,622,240

11.83%

2,727,730口

－

13人

338,611

1,092,073

120,598

△82,207

△84,979

8,605,462

2,612,572

1,241,628

8,885,361

205,673

10.31%

1,092,450

2,731,500口

－

12人

172,049

2,805

25

8,164,022

2,852,207

1,329,947

8,539,801

11.84%

2,731,610口

－

11人

297,861

1,092,461

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度

令和２年度

93,280
2,990

90,290
11,898

1,977
9,920

10,582
－

10,582
110,793

1.15%
△56,808
△43,498
△53,177
△53,177

109,676
3,875

105,800
11,963

2,172
9,790

11,829
935

10,893
126,483

1.45%
△31,154
△31,154
△42,133
△42,133

業 務 粗 利 益 率
業　　務　　純　　益
実　質　業　務　純　益
コ　ア　業　務　純　益

コ　ア　業　務　純　益
(投資信託解約損益を除く｡)

74,226
62,086

4,157
7,983

79,384
32,703
35,594

2,524
879

4,475
3,207

680
154,291

75,697
62,573

4,684
8,438

81,314
35,683
33,489

2,075
564

6,210
3,291

626
157,637

11,898
9,251
2,646

－
1,977
1,790

177
9

11,963
9,492
2,470

－
2,172
1,815

344
13

177,415

△26,927

△29,733

8,035,471

2,710,780

1,119,972

9,311,518

524,959

17.69％

1,268,457

2,748,575口

－

11人

157,639

△38,405

△41,806

7,718,658

2,482,463

1,131,110

8,056,718

265,425

17.53％

1,269,837

2,762,370口

－

11人

令和元年度

△16,395
△885

19,300
△306



経理・経営内容

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等 （単位：千円、％）

総資金利鞘等 （単位：％）

年度 平均残高 利　　息 利回り

資 　 金 　 運 　 用

勘 　 　 　 　 　 定

う 　 　 　 ち

貸 　 出 　 金

う 　 　 　 ち

預 　 け 　 金

う 　 　 　 ち

有  価  証  券

資 　 金 　 調 　 達

勘 　 　 　 　 　 定

う 　 　 　 ち

預  金  積  金

う 　 　 　 ち

借 　 用 　 金

(注) 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高( 元年度28,878千円、２年度30,210千円）
　　を控除して表示しております。

資 金 運 用 利 回 （a)

資 金 調 達 原 価 率 （b)

総　資　金　利　鞘（a－b)

－

93,280

53,148

2,765

34,367

2,990

3,214

△613

総資産利益率 （単位：％）

平成30年度

総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

(注) 総資産経常 (当期純) 利益率 ＝ 100×                                                            
経常 (当期純) 利益

総資産平均残高

(注)　1.  預貸率 ＝　　　　                                    ×100                 
貸出金

預金積金＋譲渡性預金

 　      2.  預証率 ＝ 　　　　　                               ×100                 
有価証券

預金積金＋譲渡性預金

－10－

預貸率及び預証率 （単位：％）

預 　 貸 　 率

預 　 証 　 率

　 期 　  末

　期中平均

　 期 　  末

　期中平均

１店舗当りの預金および貸出金残高

職員一人当りの預金および貸出金残高

（単位：千円）

（単位：千円）

１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高

１店舗当りの貸出金残高

職員１人当りの預金残高

職員１人当りの貸出金残高

4,017,735
1,355,390

3,859,329
1,241,231

701,696
225,678

730,497
246,434

その他業務利益の内訳 （単位：千円）

その他業務収益

その他業務費用

その他業務利益

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の業務収益

国債等債券売却損

国債等債券償還損

その他の業務費用

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

令和２年度令和元年度

△0.42

△0.46

△0.27

△0.29

令和２年度令和元年度

33.73

32.44

13.93

18.15

32.16

30.87

14.65

18.24

令和２年度令和元年度

令和２年度末令和元年度末

令和２年度末令和元年度末

令和２年度令和元年度

8,669,948

2,614,123

4,435,741

1,545,083

8,482,676

8,468,044

－

109,676

54,534

2,306

49,835

3,875

3,320

－

1.26

2.08

0.05

3.22

0.04

0.03

10,582
9,678

－
904

－
－
－
－

10,582

11,829
10,979

－
849
935

－
－

935
10,893

1.26
1.90

△0.64

0.97
1.72

△0.75

0.97

1.92

0.05

2.22

0.03

0.03

△0.10

9,590,062

2,763,697

5,204,539

1,546,825

9,140,457

8,518,372

609,863



定 期 性 預 金

そ の 他 の 預 金

預金・有価証券・貸出金等に関する指標

預金種目別平均残高 （単位：千円、％） 預金者別預金残高 （単位：千円、％）

担保種類別貸出金残高および債務保証見返額 （単位：千円、％）

貸出金金利区分別残高 （単位：千円）

財形貯蓄残高 （単位：千円）

定期預金種類別残高 （単位：千円）

流 動 性 預 金

当  座  預  金

普  通  預  金

通  知  預  金

定  期  預  金

定  期  積  金

別  段  預  金

納税準備預金

合 　 　 　 計

令和２年度令和元年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

そ　　　　の　　　　他

合　　　　　　　　  計

(注) 債務保証見返額は該当ありません。

個 　 　 　 　 　 人

法 　 　 　 　 　 人

一 般 法 人

金 融 機 関

公 　 　 金

合 　 　 　 　 　 計

財 形 貯 蓄 残 高

固 定 金 利 貸 出

変 動 金 利 貸 出

合 　 　 　 　 計

金　　額 構成比

当 組 合 預 金 積 金

有 　 価 　 証 　 券

動 　 　 　 　 　 産

不 　 　 動 　 　 産

そ 　 　 の 　 　 他

小 　 　 　 　 　 計

信用保証協会・信用保険

保 　 　 　 　 　 証

信 　 　 　 　 　 用

合 　 　 　 　 　 計

2,710,780
－

2,710,780

2,482,463
－

2,482,463

572,450

－

17,000

261,764

－

851,215

210,563

1,212,191

208,492

2,482,463

584,054

－

－

247,789

－

831,844

450,557

1,234,988

193,390

2,710,780

2,511,570

－

－

2,511,570

2,563,926

－

－

2,563,926

16,69616,179

－11－

貸倒引当金の内訳 （単位：千円）

期末残高 期中増減 期末残高 期中増減

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　　　　計

有価証券種類別平均残高 （単位：千円、％）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

国　　　　　債

地　　方　　債

社　　　　　債

株　　　　　式

外　国　証　券

そ の 他 の 証 券

合　　　　　計

(注) 当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

貸出金種類別平均残高 （単位：千円、％）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

割　引　手　形

手　形　貸　付

証　書　貸　付

当　座　貸　越

合　　　　　計

有価証券、金銭の信託の取得価格または契約価格、時価および評価損益 （単位：千円）

取得価格または契約価格 時　　価 評価損益

有 価 証 券

金銭の信託

代理貸付残高の内訳

(注)当組合は、特定海外債券を保有しておりませんので「特定海外債券
引当勘定」に係る引当は行っておりません。

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和２年度末令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和元年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

令和２年度末

5,895,334
1,837,007
4,058,327

－
2,612,121
2,543,654

68,467
10,915

9,563
1,351

8,518,372

69.2
21.5
47.6

－
30.6
29.8

0.8
0.1
0.1
0.0

100.0

5,770,265
1,864,123
3,906,142

－
2,686,694
2,619,530

67,164
11,084

9,401
1,683

8,468,044

68.1
22.0
46.1

－
31.7
30.9

0.7
0.1
0.1
0.0

100.0

112,096
－
－

879,585
100,000
455,141

1,546,825

7.2
－
－

56.9
6.5

29.4
100.0

302,046
－
－

794,559
99,992

348,485
1,545,083

19.5
－
－

51.4
6.4

22.5
100.0

－
1,531,257
1,191,738

40,700
2,763,697

－
55.4
43.1

1.5
100.0

－
1,573,688

994,598
45,836

2,614,123

－
60.1
38.0

1.7
100.0

14,398
114,018
128,416

13,310
29,967
43,278

1,087
84,050
85,138

△11,307
4,844

△6,463

2,580,714
5,454,757
5,454,757

－
－

8,035,471

32.1
67.9
67.9

－
－

100.0

2,516,393
5,202,264
5,202,264

－
－

7,718,658

32.6
67.4
67.4

－
－

100.0

23.1

－

0.7

10.5

－

34.3

8.5

48.8

8.4

100.0

21.5

－

 

9.1

－

30.7

16.6

45.6

7.1

100.0

元年度末

元年度末

２年度末

２年度末

1,596,627

－

1,131,110

－

△465,516

－

1,294,841

－

1,119,972

－

△174,869

－

該当事項なし



有価証券の種類別残存期間別残高 （単位：千円）

有価証券区分 １年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

期限の定め
のないもの

合　　計

令和２年度

国　　　債

地　方　債

社　　　債

株　　　式

外 国 証 券

その他の証券

合　　　計

国　　　債

地　方　債

社　　　債

株　　　式

外 国 証 券

その他の証券

合　　　計

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

有価証券の時価等情報 （単位：千円）

(注) 当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

(注) 1.  貸借対照表計上額は、当事業年度における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
　　2.  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて50%以上下落しており、
　　　  時価が1年以内に取得原価まで回復する見込みが認められないものについては、当該時価をもって貸借対照
　　　  表価額とするとともに、評価差額を当該事業年度の損失として処理 (以下「減損処理」という｡)しております。
　　　  当該事業年度における減損処理額はありません。

(1) 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
(2) 満期保有目的の債権に区分した有価証券はありません。
(3) 子会社・子法人等株式および関連法人等株式で時価のあるものはありません。
(4) その他有価証券

項　　　　　目

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

株　　　　式
債　　　　権

そ　 の　 他

小　　　　計

国　　債

地  方  債

社　　債

株　　　　式
債　　　　券

そ　 の　 他

小　　　　計

国　　債

地  方  債

社　　債

合 　 　 　 　 　 　 計

貸借対照表
計上額

取得原価 差　額
貸借対照表

計上額
取得原価 差　額

－12－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

令和２年度令和元年度

110,100

－

－

－

100,270

－

210,370

110,100

－

－

515,881

100,270

393,720

1,119,972

45,930

－

－

－

－

262,175

308,106

468,850

110,100

110,100

－

－

231,815

810,766

1,118,872

4,407

－

－

－

－

9,651

14,058

△152,361

△1,233

△1,233

－

－

△35,333

△188,928

△174,869

41,522

－

－

－

－

252,524

294,047

621,212

111,333

111,333

－

－

267,149

999,694

1,293,741

－

－

－

－

－

－

－

578,686

111,090

111,090

－

－

440,234

1,130,010

1,130,010

－

－

－

－

－

－

－

△347,339

△1,012

△1,012

－

－

△117,164

△465,516

△465,516

－

－

－

－

－

－

－

926,026

112,102

112,102

－

－

557,398

1,595,527

1,595,527

－

－

－

515,881

－

393,720

909,602

111,090

－

－

－

97,310

－

208,400

111,090

－

－

579,786

97,310

342,924

1,131,110

－

－

－

579,786

－

342,924

922,710

令和元年度



消費者ローン・住宅ローン残高

貸出金等に関する指標・リスク管理債権および金融再生法開示債権の保有状況

（単位：千円、％）

貸出金使途別残高 （単位：千円、％）

業種別貸出残高状況 （単位：千円、％）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

消 費 者 ロ ー ン

運　転　資　金

設　備　資　金

合　　　　　計

製　　造　　業

建　　設　　業

電気、ガス、熱供給、水道業

情  報  通  信  業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不　動　産　業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門･技術サービス業

飲　　食　　業

宿　　泊　　業

生活関連サービス業、娯楽業

そ の 他 の サ ー ビ ス

そ の 他 の産 業

小　　　　　計

個人(住宅・消費・納税資金等)

合　　　　　計

住 　 宅 ロ ー ン

合　　　　　計

1.1
2,681,625

29,154
2,710,780

98.9

100.0
1.7

2,440,571
41,892

2,482,463

98.3

100.0

リスク管理債権および同債権に対する保全額 （単位：千円  ％）

(注)1.　｢破綻先債権」とは、元本または利息の支払いの遅延が相当期間継続してい
　　　ることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがな
         　 いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除
        　  く。 以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第96
          　条第１項第３号のイ. 会社更生法等の規定による更正手続開始の申立てがあ
          　った債務者、ロ. 民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債
          　務者、ハ. 破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、ニ. 商法の規定
           　による整理開始または特別清算開始の申立てがあった債務者、ホ. 手形交換
           　所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。
  　２. 「延滞債権」とは、上記１. および債務者の経営再建または支援（以下「経営再
　　　 建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外
　　　 の未収利息不計上貸出金です。
  　３. 「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本または利息の支払いが約定支払日の翌日
　　　 から３ヵ月以上延滞している貸出金（上記１. および２. を除く）です。
  　４. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、
　　　 金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
　　　 有利となる取決めを行った貸出金（上記１. ～３. を除く）です。
　  5.  「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額および保証
               による回収が可能と認められる額です。
　  6.  「貸倒引当金(C)」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当
　　　てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当
　　　 金は含まれておりません。

残　　高
　 (A)

担保・保証等
　 (B)

貸倒引当金
　 (C)

保  全  率
 (B＋C)/A

保  全  額
 (B＋C)

破綻先債権

延 滞 債 権

３ヵ月以上
延 滞 債 権

貸 出 条 件
緩 和 債 権

合　　　計

貸出金償却額 （単位：千円）

貸 出 金 償 却 額

金融再生法開示債権および同債権に対する保全額 （単位：千円、％）

債権額 担保・保証等 貸倒引当金 保 全 額 保全率 貸倒引当金引当率
(A) (B) (C) (D) = (B)＋(C) (D)/(A) (C)/(A－B)

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要管理債権

不良債権計

正 常 債 権

合 　 　 計

121,815

25,327

940

148,083

2,334,621

2,482,704

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

－13－

(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和元年度

令和元年度

令和元年度

令和元年度

2,496 －

－－
－－
－－
－－

76,586
2,058,724

－
151,793

－
24,317

－
170

－
239,960

－
2,551,550

159,229
2,710,780

2.8
75.9

－
5.6
－

0.9
－

0.0
－

8.9
－

94.1
5.9

100.0

－－
－－
－－
－－

67,217
1,872,854

－
172,357

－
24,557

－
369

－
165,960

－
2,303,315

179,148
2,482,463

2.7
75.4

－
6.9
－

0.9
－

0.0
－

6.6
－

92.7
7.2

100.0

元年度

元年度

元年度

元年度

元年度

44,171

14,485

－

58,656

44,579

668

－

46,247

114,018

－

521

114,539

77,236

6,813

585

84,636

158,189

14,485

521

173,195

121,815

7,481

585

130,883

99.6

15.7

63.6

68.7

100.0

29.5

62.3

88.4

100.0

27.6

62.3

83.1

99.4

0.0

63.6

59.2

47,053

204,333

－

820

252,206

48,373

98,769

－

940

148,083

30,000

28,656

－

－

58,656

30,000

16,247

－

－

46,247

18,373

65,676

－

585

84,636

17,053

96,964

－

521

114,539

48,373

81,923

－

585

130,883

47,053

125,620

－

521

173,195

100.0

61.5

－

63.6

68.7

100.0

82.9

－

62.3

88.4

158,839

92,547

820

252,206

2,458,773

2,710,980

２年度

２年度

２年度

２年度

２年度

162,920
15,252

178,172

91.4
8.6

100.0

144,983
9,938

154,921

93.6
6.4

100.0

(注)  1.  「破産更正債権およびこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続
　　　  等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ず
　　　  る債権です。
　     2.  「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態お
　　　 よび経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りが
　　　 できない可能性の高い債権です。
　　3.  「要管理債権」とは、「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に
　　　  該当する貸出債権です。
　　4. 「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に問題がない債権で、
　　　「破産更生債権およびこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣､｢要管理債権」以外
　　        の債権です。
  　  5.  「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額
　　　  および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
  　  6.   「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引
　　　  当金です。
          7.     金額は決算後 (償却後) の計数です。  　 



自己資本の調達手段の概要

自己資本の充実度に関する評価方法の概要

信用リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

証券化エクスポージャーに関する事項

オペレーショナル・リスクに関する管理の方針及び手続の概要

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

自己資本の充実の状況（定性的な事項）

　自己資本は基本的項目と補完的項目で構成されています。令和２年度末の自己資本総額は地域のお客様からお預かりして

いる出資金、非累積的永久優先出資金、および次期繰越金が該当しております。

　当組合は、地域のお客様の出資金と非累積的永久優先出資金と事業利益によって自己資本の充実を図ってまいりました。

令和２年度末、自己資本比率は国内基準を超える17.69%となり、経営の健全性、安全性は高まっていると評価しております。

今後も地域のお客様とともに歩みながら自己資本の厚みを増し、経営体質をさらに強化してまいります。

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当組合が損失を被るリスクをいいます。当組合では、信用

リスクを組合が管理すべき最重要のリスクであると認識の上、資産の悪化を早期に予防する管理体制を整備し、自己資本と

のバランス等を総合的に勘案しながらリスクの度合に応じた適正なリターンを確保しております。

　一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意先、要管理先については、債権者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に基づ

いた予想損失率を乗じて算出しております。

　また、個別貸倒引当金に関しては、破綻懸念先は要管理先と同様の予想損失率を乗じて算出し、実質破綻先、破綻先は、

債権額から担保処分可能および保証による回収可能見込額を控除した残額を引当しております。

　リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関は採用しておりません。

　また、すべての法人向けエクスポージャー（中小企業向けを除く）に100％のリスクウェイトを適用しております。

　当組合は、リスク管理の観点から、取引先の財務状況の悪化などにより被る損失を軽減するために、取引先によっては、

不動産担保や信用保証協会保証による保全措置を講じております。ただし、これはあくまでも補完的な措置であり、資金使

途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしております。また、与信審査

の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど、適切

な取扱いに努めております。

　バーゼルⅢにおける信用リスク削減手法として、当組合が扱う主要な担保には、適格担保として自組合預積金があり、担

保に関する手続きについては、当組合が定める「融資規程」等により適切な事務取扱い並びに管理を行っております。

　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において預金相殺等をする場合がありますが、各

種約定書等に基づき、適切な取扱いに努めております。

　当組合は、派生商品取引および長期決済期間取引を行っておりません。

　当組合は、証券化取引を行っておりません。

　当組合はオペレーショナル・リスクについて、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、風評リスク等幅

広いリスクと考え、管理を徹底し、確実にリスクを認識し、評価しております。

　リスクの計測に関しましては、基礎的手法を採用しております。

　また、これらのリスクに関しましては、常勤理事会におきまして、協議、検討するとともに、必要に応じて理事会へ報告

する態勢を整備しております。

　当組合は基礎的手法を採用しております。

－14－



協金法施行令に規定する出資その他これに類するエクスポージャー
又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

金利リスクに関するリスク管理方針及び手続の概要

内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要

　銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、投資信託、外国証券、全国

信用協同組合連合会などへの出資金が該当しております。

　そのうち、上場株式、投資信託、外国証券にかかるリスクの認識については、時価評価によって把握するとともに、運用

状況について定期的に理事会へ報告するなど、適切なリスク管理に努めております。

　また、これらへの投資は当組合が定める「資金運用基準規程」に基づいた厳格な運用、管理を行っております。

　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定める「資金運用基準規程」および日本公認会計士協会の「金融

商品会計に関する実務指針」に従った適切な処理を行っております。

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当組合に

おいては、定期的な評価、計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。

　具体的には一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクを定期的に計測し、評価を行い、必要に応じて理

事会へ報告することとしております。

金利リスクは、以下の定義に基づいて算定しております。

●金利ショック・シナリオ

　６シナリオ(上下パラレル、スティープ、フラット、短期金利上下)　　

●金利ショック幅

　円100BP(通貨別に設定)　　

●行動オプション性

　保守的な前提に基づいて算出しております。

　・コア預金

　　　対　　象：流動性預金全般（当座、普通等）

　　　算定方法：①過去５年の最低残高

　　　　　　　　②過去５年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高

　　　　　　　　③現残高の50%相当額

　　　　　　　　以上①～③のうち最小の額を上限

　　　満　　期：５年以内（平均2.5年）

　・固定金利貸出の期限前返済

　　　算定方法：期限前返済率は３％として金利リスク量を算出

　・定期預金の早期解約

　　　算定方法：早期解約率は34％として金利リスク量を算出

●金利感応資産・負債

　　預金積金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・期間を有する資産・負債

●リスク計測の頻度

　　四半期毎（3. 6. 9. 12月末基準）
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項　　　　　　　　　　　　　　目

(単位：千円)

令和２年度令和元年度

単体における事業年度の開示事項

自己資本の充実の状況（定量的な事項）

Ⅰ．自己資本の構成に関する開示事項

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （ １ ）

－

－

606

606
－

606
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－

－
－
－
－

699,828
1,268,457
△568,628

14,398
14,398

－

－
－

－

－

－

714,227

713,620

－

3,836,248
3,836,248

195,698

－
－

4,031,946

17.69％

－

－
－

－
－

－

－

606

606
－

606
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－

－
－
－
－

730,942
1,444,837
△713,894

1,087
1,087

－

－
－

－

－

－

732,030

731,423

－

3,980,751
3,980,751

190,906

－
－

4,171,658

17.53％

－

－
－

－
－

経過措置に
よる不算入額

経過措置に
よる不算入額

(注) 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２
の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかど
うかを判断するための基準 (平成18年金融庁告示第22号)」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準に
より自己資本比率を算出しております。

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額
  う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額
  う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額
  う ち 、 外 部 流 出 予 定 額 （△）
  う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額
  う ち 、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額
  う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額
適格旧資本調達手段のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 4 5 ％ に 相 当
す る 額 の う ち 、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 　 （イ）
     コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （ ２ ）

無形固定資産(モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。) の額の合計額
  うち、の れ ん に 係 る も の の 額
  うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰 延 税 金 資 産 ( 一時差異に係るものを除く。 ) の 額
適 格 引 当 金 不 足 額
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前 払 年 金 費 用 の 額
自己保有普通出資金等(純資産の部に計上されるものを除く。) の額
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額
特 定 項 目 に 係 る 1 0 ％ 基 準 超 過 額
  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
  うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
特 定 項 目 に 係 る 1 5 ％ 基 準 超 過 額
  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
  うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
  うち、繰延税金資産(一時差異に係るものに限る。)に関連するものの額
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 　 （ロ）
    自    己    資    本

自 己 資 本 の 額  （ (イ)　 －  (ロ)  ）   （ハ）
    リ ス ク ･ ア セ ッ ト 等 （３）

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額
　 資   　 　 産 　 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 　 項  　 　  目　
  うち、経過措置によりリスク･アセットの額に算入される額の合計額
　　　うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
　　　係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を
　　　用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額
  う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額

   オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目
   C V A リ ス ク 相 当 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額
   中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額  （ニ）

　 　 　 自 　 　 己 　 　 資 　 　 本 　 　 比 　 　 率

自 己 資 本 比 率  （ （ハ）/ （ニ））



Ⅱ．定量的な開示事項

　(1)  自己資本の充実度に関する事項

令和２年度令和元年度

(単位：千円)

イ. 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計
①標準的手法が適用されるポートフォリオごと
　のエクスポージャー

(ｉ）ソブリン向け
(ⅱ）金融機関向け
(ⅲ）法人等向け
(ⅳ）中小企業等・個人向け
(ⅴ）抵当権付住宅ローン
(ⅵ）不動産取得等事業向け
(ⅶ）三月以上延滞等
(ⅷ）出資等
　　出資等のエクスポージャー
　　重要な出資のエクスポージャー
(ⅸ) 他の金融機関等の対象資本等調達手段
       のうち対象普通出資等及びその他外部
　　TLAC関連調達手段に該当するもの以
　　外のものに係るエクスポージャー

(ⅹ)  信用協同組合連合会の対象普通出資等であっ
         てコア資本に係る調整項目の額 に算入され
          なかった部分に係るエクスポージャー

(ⅹⅰ)  そ　の　他
② 証券化エクスポージャー

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

－ －

(注) 1.  所要自己資本の額=リスク･アセットの額×４％
2. 「エクスポージャー」とは、資産(派生商品取引によるものを除く)並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の
　 与信相当額です。
3. 「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地
    開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門(当該国内においてソブリン扱いに
　 なっているもの)、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等の
　 ことです。
4.「三月以上延滞等」とは元本または利息の支払が約定支払日の翌月から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクス
　 ポージャーおよび「ソブリン向け」、「金融機関および第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク･
    ウェイトが150%になったエクスポージャーのことです。
5.「その他」とは、(ⅰ)～(ⅹ) に区分されないエクスポージャーです。
6.  オペレーショナル・リスクは、当組合の基礎的手法を採用しております。

7.  単体総所要自己資本額=単体自己資本比率の分母の額×４％

＜オペレーショナル・リスク (基礎的手法) の算定方法＞
　　　　粗利益 (直近３年間のうち正の値の合計額) ×15%
    　　　 直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷　８％
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－ －

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入
　 されるものの額

⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
　 ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセット
     の額 に算入されなかったものの額

⑥CVAリスク相当額を８％で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ. オペレーショナル・リスク
ハ. 単体総所要自己資本額 (イ＋ロ)

－
－

－
－

－
－

－
－

195,698
4,031,946

7,827
161,277

－

－

－

－

－

－

－

－

190,906
4,171,658

7,636
166,866

－
－

－
－

③リスク・ウェイトの見なし計算が適用される
　エクスポージャー

ルックマン・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）

－
－

－
－

－

－

－

－

3,836,248

3,836,248

226,783 9,071

153,449

153,449

11,813
1,032,202
1,264,753

29,304
－
－

87,882
1,183,508

472
41,288
50,590

1,172
－
－

3,515
47,340

3,980,751

3,980,751

246,564 9,862

159,230

159,230

19,251
812,424

1,314,157
32,343

1,072
－

70,412
1,484,525

770
32,496
52,566

1,293
42
－

2,816
59,381



(2) 信用リスクに関する事項 (証券化エクスポージャーを除く）

イ.  信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高＜業種別・残存期間別＞

ロ.  一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

エクスポージャー区分

業 種 区 分
期 間 区 分

製　　　　 造　　　　 業
建　　　　 設　　　　 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 　 報 　 通 　 信 　 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業

金　融　業  ・  保　険　業　
不 　 　 動 　 　 産 　 　 業
物 　 品 　 賃 　 貸 　 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿　　　　泊　　　　業
飲　　　　食　　　　業
生活関連サービス業・娯楽業
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
個　　　　　　　　　　人
業 　 種 　 別 　 合 　 計

 1　 　 年 　 　 以 　 　 下
1　年　超　3　年　以　下
3　年　超　5　年　以　下
5　年　超　7　年　以　下
7　年　超　10　年　以　下
10　　　　年　　　　超
期 間 の 定 め の な い も の
そ　　　　の　　　　他
残　存　期　間　別　合　計

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント
及びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　　　　　権 デリバティブ取引
三 月 以 上 延 滞
エクスポージャー

(注)1.　当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」区分は省略しております。
　   2.  「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ･バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメント
　　　  の与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ･バランス取引の与信相当額の合計額です。

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

－
－
－

－ － － － －
－ － － － －
－ － － － －
－ － － － －
－ － － － －
－ － － － －
－ － － －
－ － － －

66,626

21,256
87,882

49,099

21,313
70,412

－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合      　　　　　計

令和２年度

令和２年度

令和２年度

令和元年度

令和元年度

令和元年度

期　首　残　高 当 期 増 加 額
当  期  減  少  額

期　末　残　高
目的使用 そ の 他

(単位：千円)

(単位：千円)
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1,087

84,050

85,138

1,087

84,050

85,138

12,395

79,206

91,601

令和２年度令和元年度令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度令和２年度令和元年度

－
－
－
－

67,217
1,872,854

－
172,357

－
24,557

－
369

－
165,960

－
179,148

2,482,463
1,642,649

299,933
209,656

87,668
45,318
50,094

147,143
－

2,482,463

14,398

114,018

128,416

14,398

114,018

128,416

1,087

84,050

85,138

－

－

－

－

1,598

1,598

12,395

77,608

90,003

1,087

84,050

85,138

－
－
－
－

67,212
1,872,854

－
172,357

－
24,557

－
369

－
165,960

－
179,148

2,482,463
1,642,649

299,933
209,656

87,668
45,318
50,094

147,143
－

2,482,463

－
－
－
－

76,586
2,058,724

－
151,793

－
24,317

－
170

－
239,960

－
159,229

2,710,780
1,638,811

349,750
271,398
152,964
112,009

41,600
144,245

－
2,710,780

－
－
－
－

76,586
2,058,724

－
151,793

－
24,317

－
170

－
239,960

－
159,229

2,710,780
1,638,811

349,750
271,398
152,964
112,009

41,600
144,245

－
2,710,780



(単位：千円)

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－－

－ － －

－ － － －

－ －

－ － － －

－ － － －

ハ.  業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

製 　 　 　 　 　 造 　 　 　 　 　 業

建 　 　 　 　 　 設 　 　 　 　 　 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 　 　 報 　 　 通 　 　 信 　 　 業

運 　 輸 　 業 ・ 郵 　 便 　 業

卸 　 売 　 業  、 小 　 売 　 業

金 　 融 　 業 　 ・ 　 保 　 険 　 業

不 　 　 　 動 　 　 　 産 　 　 　 業

物 　 　 品 　 　 賃 　 　 貸 　 　 業

宿 　 　 　 　 　 泊 　 　 　 　 　 業

飲 　 　 　 　 　 食 　 　 　 　 　 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 、 娯 楽 業

そ の 他 の サ ー ビ ス

学術研究、専門・技術サービス業

そ 　 の 　 他 　 の 　 産 　 業

個 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 人

合 　 　 　 　 　 　 　 計

(注) 1.  当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
        2.  業種別区分は日本標準産業分野の大分類に準じて記載しております。

個　別　貸　倒　引　当　金

期 　 首 　 残 　 高 当  期  増  加  額 当  期  減  少  額 期 　 末 　 残 　 高
貸  出  金  償  却

(単位：千円)ニ.  リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

当組合における信用リスク削減手法は「貸出金と当組合預金の相殺」のみであり省略しております。

(注) 1.  格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　2.  エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
　　3.  コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー(経過措置による不算入分を除く)、CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれて
　　    おりません。
　　4.「1,250％」欄については、自己資本比率告示の規定により、平成25年度以降はリスク･ウェイト1,250％を適用したエクスポ－ジャ－の額を記載してお
　　    ります。

エクスポージャーの額金

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）

格 付 有 り 格 付 無 し 格 付 有 り 格 付 無 し

0

10

20

35

50

75

100

150

250

1250

その他

合　　　　　　計

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

19,251

812,425

2,967,459

1,072

－

32,343

70,412
77,786

－
－

3,980,751

－

(4)  派生商品取引および長期決済期間取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし

－19－

(3)  信用リスク削減手法による事項

84,050 84,050

84,050

79,206

79,206 114,018 84,050

84,050 79,206 84,050

84,050 79,206 84,050

令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度 令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

114,018

114,018

114,018

－

11,813

1,032,202

－

－

29,304

2,594,588

87,882

80,456

－

－

3,836,248

－

－

－

－

－

2,496

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

2,496

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－



イ.  オリジネーターの場合 (信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項)
  　　  該当事項なし
ロ.  投資家の場合 (信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項)
　　    該当事項なし

(単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

区　　　分

(注)  投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー(いわゆるファンド)のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、
　　非上場株式等に含めて記載しております。

－20－

(5)  証券化エクスポージャーに関する事項

(6)  出資等エクシポージャーに関する事項

イ.  貸借対照表計上額及び時価等

上　　場　　株　　式　　等
非 　 上 　 場 　 株 　 式 　 等
合　　　　　　　　　　　計

貸借対照表計上額 時　　　　価 貸借対照表計上額 時　　　　価

(注)  損益計算書における損益の額を記載しております。

ロ.  出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

売　　　　却　　　　益
売　　　　却　　　　損
償　　　　　　　　　却

(注)「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

ハ.  貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

評　　 価　　 損　　 益

(注)「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

ニ.  貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

評　　 価　　 損　　 益 － －

△174,869△465,516

(単位：百万円)(7)  金利リスクに関する事項

IRRBB：金利リスク

項番

１
２
３
４
５
６
７

８

イ ロ ハ ニ

ホ ヘ

Δ E V E Δ N I I
当期末 前期末 当期末 前期末

当期末 前期末

上 方 パ ラ レ ル シ フ ト
下 方 パ ラ レ ル シ フ ト
ス テ ィ ー プ 化
フ ラ ッ ト 化
短 期 金 利 上 昇
短 期 金 利 低 下
最 大 値
　
　
自 己 資 本 の 額

(8)  自己資本の調達手段の概要

発　行　主　体

資本調達手段の種類

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額

中央信用組合

普通出資・非累積的永久優先出資

699百万円

42

0

32

42

713

48

0

26

0

8

0

48

 

731

0
0

0

0
6

6

(注)　金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

令和２年度

令和２年度令和元年度

令和２年度令和元年度

令和元年度 令和２年度

514,781

570,090

1,084,872

514,781

570,090

1,084,872

578,686

516,334

1,095,020

578,686

516,334

1,095,020

61,552

－

－

19,208

27,141

－

令和元年度



（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

手数料一覧

そ  の  他  業  務

証　券　業　務

国　際　業　務

内国為替取扱実績

信用組合の代理業者

振　
　
　
　

込

当組合

本支店

他　行

自　　店

(同一支店)

他　　店

 (北　 部)

電　　信

代金取立（他行あて）

振込送金・取立手形の組戻料

不渡手形返却料

取立手形店頭呈示料

小切手帳　　　　　 １冊

約束手形　　　　　 １枚

自己宛小切手　　　 １枚

残高証明書　　　　 １通

融資残高証明書　　 １通

A T M

再発行

当組合カード(提携組合カード)

他金融機関カード

キャッシュカード

通帳・証書

貸金庫

両　替

貸金庫・鍵紛失

夜間金庫

当座預金口座新規開設

株式払込金取扱
払込額5千万円未満

払込額5千万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

３万円未満

３万円以上

330円

220円

550円

660円

880円

220円

110円

A T Mでの送金

440円

550円

770円

1,320円

当初取扱いの手数料と同じ

1,320円

1,100円

2,200円

55円

550円

880円

880円

取引履歴明細表 660円

その他書類作成手数料(コピー代含む) 55円

無料

110円

1,100円

1,100円

無料

440円

660円

実費

11,000円

3／1,000×1.10

2／1,000×1.10

2,200円月間

（単位：件、百万円）

区　　　　分
件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込

代 金 取 立

他の金融機関向け

他の金融機関から

他の金融機関向け

他の金融機関から

(上記の手数料には消費税を含んでいます)

－21－

１枚

１枚

1,100円１回

（単位：千円）公共債引受額

公共債窓販実績

外国為替取扱高

外貨建資産残高

当組合の子会社

該当事項なし

該当事項なし

先物取引の時価情報

該当事項なし

オフバランス取引の状況

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

該当事項なし

令和３年4月

令和元年度末

個人情報開示手数料

1～50枚

51～500枚

501～1,000枚

1,001枚以上 500枚ごとに220円加算

2,200円月間

令和２年度末

8,310

12,127

13

18

35,210

26,432

4

24

8,531

13,270

8

19

33,730

25,495

4

23



　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、お取引のある本店営業部か北部支店をご利用ください。

〈受 付 日〉
　月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および組合の休業日は除く）

〈受付時間〉
　午前９時～午後４時

〈電 　 話 〉   本店営業部　０６（６４６９）７３７０　　北部支店　０７２（６３６）２０８１

苦情処理措置

　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員」は、当組合の職員で対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等
を受ける者のうち、当組合の業務および財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、今年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

　注1.　対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

　注2.　「同等額」は、今年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。

　注3.　当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「給与規程」および「退職金規程」に基づき支払っており

　　　   ます。
　　　　  なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益
　　　   を上げることや株価を上げることに動機づけられた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こ
              す報酬体系はありません。

報酬体系

紛争解決措置

－22－

　東京弁護士会　　　紛争解決センター（電話０３－３５８１ー００３１）
　第一東京弁護士会　仲裁センター　　（電話０３－３５９５－８５８８）
　第二東京弁護士会　仲裁センター　　（電話０３－３５８１－２２４９）

　弁護士による紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、本店営業部か北部支店またはしんくみ
相談所までお申し出下さい。
　また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京以外
の各地のお客様もご利用いただけます。

一般社団法人　全国信用組合中央協会
しんくみ相談所

〈受 付 日〉
　月曜日～金曜日（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）

〈受付時間〉
　午前９時～午後５時

　<電 　 話 >　０３（３５６７）２４５６　
　<住 　 所 >　〒104-0031  東京都中央区京橋１－９－５（全国信用組合会館内）



（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
索　引

各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、* 印は、「協同組合による
金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。

■ごあいさつ

【概況・組織】

　１.　事 　 　 業 　 　 方 　 　 針

　２.　事 　 業 　 の 　 組 　 織＊

　３.　役員一覧(理事および監事の氏名・役職名)＊

　４.　店舗一覧表(事務所の名称・所在地)＊

　５.　自 動 機 器 設 置 状 況

　６.　地 　 　 区 　 　 一 　 　 覧

　７.　組　合　員　の　推　移

　８.　子　会　社　の　状　況

【主要事業内容】

　９.　主 要 な 事 業 の 内 容＊

　10.　信 用 組 合 の 代 理 業 者＊

【業務に関する事項】

　11.　事 　 業 　 の 　 概 　 況＊

　12.　経 　 　 常 　 　 収 　 　 益＊

　13.　業 　 　 務 　 　 純 　 　 益

　14.　経 常 利 益 （ 損 失 ） ＊

　15.　当 期 純 利 益 （ 損 失 ） ＊

　16.　出 資 総 額 、 出 資 総 口 数 ＊

　17.　純 　 　 資 　 　 産 　 　 額＊

　18.　総 　 　 資 　 　 産 　 　 額＊

　19.　預   金   積   金   残   高＊

　20.　貸 　 出 　 金 　 残 　 高＊

　21.　有　価　証　券　残　高＊

　22.　単 体 自 己 資 本 比 率＊

　23.　出 　 資 　 配 　 当 　 金＊

　24.　職　　　　員　　　　数＊

【主要業務に関する指標】

　25.　業務粗利益および業務粗利益率＊

　26.　資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支＊

　27.　資金運用勘定・調達勘定の平均残高、利息、資金利鞘＊

　28.　受取利息、支払利息の増減＊

　29.　役  務  取  引  の  状  況

　30.　そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳

　31.　経 　 費 　 の 　 内 　 訳

　32.　総 資 産 経 常 利 益 率＊

　33.　総 資 産 当 期 純 利 益 率＊

【預金に関する指標】

　34.　預 金 種 目 別 平 均 残 高＊

　35.　預 金 者 別 預 金 残 高

　36.　財　形　貯　蓄　残　高

　37.　職 員 １ 人 当 り 預 金 残 高

　38.　１ 店 舗 当 り 預 金 残 高

　39.　定 期 預 金 種 類 別 残 高

【貸出金等に関する指標】

　40.　貸 出 金 種 類 別 平 均 残 高＊

　41.　担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額

　42.　貸 出 金 金 利 区 分 別 残 高＊

　43.　貸 出 金 使 途 別 残 高＊

　44.　貸出金業種別残高・構成比＊

　45.　預貸率 (期末・期中平均)＊

　46.　消費者ローン・住宅ローン残高

　47.　代 理 貸 付 け 残 高 の 内 訳 　 　 　 　 　 　 　

1

1

1

1

4

4

4

1
21

4

21

1

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

16

9

9

9

9

10

9

9

10

9

10

10

11

11

11

10

10

11

11

11

11

13

13

10

13

11

　48.　職員１人当り貸出金残高

　49.　１ 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高

10

10

【有価証券に関する指標】

　50.　商品有価証券の種類別平均残高＊

　51.　有価証券の種類別残存期間別残高＊

　53.　預証率 (期末・期中平均)＊

取扱いなし

12

12

　52.　有価証券の種類別平均残高＊ 11

10

　54.　有価証券の時価等情報＊ 12

2

2

2
2

【経営管理体制に関する事項】

　55.　法 令 遵 守 の 体 制＊

　56.　リ ス ク 管 理 の 体 制＊

　57.　反社会的勢力に対する基本方針

　58.　中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組みの状況＊

　59.　地域貢献（信用組合の社会的責任(CSR)に関する事項等） 2

【財産の状況】

　60.　貸借対照表、損益計算書、剰余金処分 (損失金処理)計算書＊

　61.　リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊

　　　 (1)  破　綻　先　債　権

　　　 (2)  延　  滞　  債　  権

　　　 (3)  ３ヵ月以上延滞債権

　　　 (4)  貸 出 条 件 緩 和 債 権

　62.　金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊

13

5・8

13

　63.　有価証券、金銭の信託等の評価＊

　64.　外 貨 建 資 産 残 高

　65.　オフバランス取引の状況

　66.　先 物 取 価 情 報

　67.　貸倒引当金(期末残高・期中増減額)＊

　68.　貸 出 金 償 却 の 額＊

　69.　財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊

　70.　法 定 監 査 の 状 況＊

11

21

21

21取扱いなし

取扱いなし

取扱いなし

11

13

8
8

【その他業務】

　71.　内 国 為 替 取 扱 実 績

　72.　外 国 為 替 取 扱 実 績

　73.　公 共 債 窓 販 実 績

　74.　公　共　債　引　受　額

　75.　手 　 数 　 料 　 一 　 覧

取扱いなし

取扱いなし

取扱いなし

21

21

21

21

21

－23－

【その他】

　76.　当組合のあゆみ（沿革）

　77.　総　代　会　に　つ　い　て

【自己資本の充実の状況（定性的な事項）】

　80.　自己資本の調達手段の概要＊

　81.　自己資本の充実度に関する評価方法の概要＊

　82.　信用リスクに関する管理の方針及び手続の概要＊

　83.　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関＊

　84.　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要＊

　85.　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
　　　　 リスク管理方針及び手続の概要＊

　86.　証券化エクスポージャーに関する事項＊

　87.　オペレーショナル・リスクに関する管理の方針及び手続の概要＊

1

4

　79.　苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

　78.　報　酬　体　系＊

22

22

14

14

14

14

14

14

14

14

　88.　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称＊ 14

取扱いなし

取扱いなし

取扱いなし



（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
索　引

各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、* 印は、「協同組合による
金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。

【自己資本の充実の状況（定量的な事項）】

　92.　自己資本の構成に関する事項

　93.　自己資本の充実度に関する事項＊

　94.　信用リスクに関する事項
　　　（証券化エクスポージャーを除く）＊

　95.　業種別の個別貸倒引当金残高＊

　96.　リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等＊

　97.　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー＊

   98.  証券化エクスポージャーに関する事項＊　

  99.  出資等エクスポージャーに関する事項＊

16

17

18

19

19

19

20

20

  100.  金利リスクに関する事項 20

  101.  自己資本の調達手段の概要 20

－24－

　90.　金利リスクに関するリスク管理方針及び手続の概要＊

　91.　内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要＊

15

15

　89.　協金法施行令に規定する出資その他これに類するエクスポージャーに
　　　　関するリスク管理の方針及び手続の概要＊ 15



中 央 信 用 組 合
〒553-0005 大阪市福島区野田１丁目１番８６号 (大阪市中央卸売市場本場内）

  TEL：06-6469-7370  FAX：06-6469-7371
https : / /w w w. c h u o u . s h i n k u m i . j p /
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